
（回）
成果 ふるさと寄附金の寄附件数（件） 90 812 543 500 600
指標

平成30年度に受け入れた寄附件数、ふるさと寄附金額（令和元年度ふるさと納税に関する現況調査より）
他市との ・碧南市　48,340件　736,969千円　・安城市　2,985件　35,666千円
比較検証 ・知立市　 1,501件　 43,204千円  ・高浜市　1,879件　58,728千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 301 27 30 53 合計 30,000 円
役務費 30,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 301 27 30 53

職員人件費　② 782 388 386 387

総事業費（①＋②） 1,083 415 416 440

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

１

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 計画推進

基本施策

（

情報共有
施策体系

施策

平

の内容 広報・広聴の充

成

実

目
　
　
　
的

　刈谷が

３

持つ地域資源の魅力を

０

市内外へ発信

主
た
る
内

年

容

〇ふるさと納税者へ

度

の返礼品の進呈
し、住

評

みたい、住み続けたい

価

、訪れてみたい 〇ウェ

）

ブサイトによる刈谷市

刈

ふるさと寄附金
まちを

谷

目指し、定住人口の増

市

加へ繋げる。 　制度の

事

広報

位
置
づ
け

関連計画

務

根拠法令

対象者 市内外

事

の個人 事業期間 平成２

業

８年度 ～

実施方法 ■直

評

営　□委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

２８年度実績

名

２９年度実績 ３０年度

担

実績 ３１年度計画

・ふ

当

るさと納税者への返礼

部

品 ・ふるさと納税者へ

企

の返礼品 ・ふるさと納

画

税者への返礼品 ・ふる

財

さと納税者への返礼品

政

　の進呈を開始 　の進

部

呈を実施 　の進呈を実

一

施 　の進呈を実施
　ふ

般

るさと寄附金の寄附金

会

額 　ふるさと寄附金の

計

寄附金額   ふるさと

刈

寄附金の寄附金額
　　

谷

　         

の

9,145,000円

魅

　　　       

力

 18,864,39

発

3円 　　　     

信

    5,580,

事

062円

・ふるさと寄

業

附金の返礼品を選定し

担

、平成28年8月1日

当

から寄附者への進呈を

課

開始した。

成果
・刈谷

財

のことを知っていただ

務

き関心を持っていただ

課

くというシティセール

款

スを展開した。

総務省

項

による制度の見直しに

目

伴い、ふるさと納税の

担

利用機会の減少につな

当

がるおそれがある。

課

係

題

指標名称（単位）
実

財

績値 目標値

２８年度 ２

政

９年度 ３０年度 ３１年

係

度 ３年度

成果 刈谷市ウ

2

ェブサイト（ふるさと

1

寄附金制度）のアク 5

2

,557 7,392 7,432 7,500 7,700
指標 セス回数



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　近年ふるさと納税に

平

対する国民の関心は急

成

激に高まって
・法的業

３

務
高い

いるため、市民

１

はもとより、市外在住

年

の個人に対し、刈谷
必

度

要性 ・市民ニーズ、社

（

会需要 市のふるさと寄

平

附金制度についてアピ

成

ールする必要がある｡

３

・市民生活上必要であ

０

る　など

　返礼品の購

年

入及び管理等について

度

、多数の寄附者を見込

評

・コストの節減、費用

価

対効果
普通

む亀城公園

）

等整備事業は外部委託

刈

、その他の寄附メニュ

谷

ー
効率性 ・執行体制の

市

効率性 では財務課が直

事

営で行うことで、事務

務

量を勘案した無駄の
・

事

手段の最適性　など な

業

い事業展開を行った。

評

　市への寄附金及び税

価

控除に関する事務であ

シ

るため、市が
・市が主

ー

体となって実施する
高

ト

い
主体となって実施す

（

ることについては妥当

様

である。
妥当性 　べき

式

事業であるか
・総合計

２

画との整合性　など

　

）

ふるさと寄附金のメニ

会

ューの中でもスペシャ

計

ルオリンピ

施策への ・

名

施策への貢献度
高い

ッ

担

クス補助事業や、災害

当

派遣トイレネットワー

部

ク推進事業
・目標達成

企

度 など市外在住の個人

画

から多くの寄附金を受

財

け、シティセー
貢献度

政

・市民サービスへの効

部

果　など ルスの推進に

一

大きく貢献している。

般

今後の方向性 □拡充　

会

■現状維持　□改善・

計

効率化　□縮小　□終

刈

期設定　□休止・廃止

谷

　総務省の指針を鑑み

の

、ふるさと納税の趣旨

魅

に基づき、今後も引き

力

続きシティセールスを

発

積極的に展開する。

信事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

当

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

課

　
評
　
価
　
∨

財務課

款 項 目 担当係 財政係

2 1 2



規模や事業内容の違いにより、必要車両台数等を比較することが困難である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,528 9,499 9,174 5,754 合計 9,173,802 円
役務費 23,076 円

財
　
源

特定財源 0 200 0 0 備品購入費 9,150,726 円

一般財源 15,528 9,299 9,174 5,754

職員人件費　② 1,172 1,163 1,157 1,161

総事業費（①＋②） 16,700 10,662 10,331 6,915

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 効率的な行政

成

運営

目
　
　
　
的

　老朽

３

化した車両を更新する

０

ことにより、職

主
た
る

年

内
容

　古くなった公用

度

車の適宜更新や新規に

評

必要
員の安全運行と、

価

環境に配慮した低公害

）

車の となった車両の購

刈

入を行う。
導入を進め

谷

る。

位
置
づ
け

関連計画

市

 

根拠法令 刈谷市自動

事

車等運行管理規程

対象

務

者 市職員 事業期間 ～

実

事

施方法 ■直営　□委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

８年度実績 ２９年度実

計

績 ３０年度実績 ３１年

名

度計画

・プリウス　　

担

　　　1台 ・ＰＨＶプ

当

リウス 　 1台 ・ク

部

ラウン　      

企

  1台 ・小型貨物車

画

　３台
・エスティマ　

財

　　　1台 ・プロボッ

政

クスバン　1台 ・プロ

部

ボックスバン　1台 ・

一

軽乗用車　　１台
・タ

般

ウンエースバン　1台

会

・ミライース　　　　

計

1台 ・ミライース　　

自

    1台
・レジア

動

スエース　　1台 ・ハ

車

イゼットカーゴ　1台

購

・プロボックスバン　

入

3台

必要車両を適宜購

等

入した。

成果
公用車更

事

新基準に基づき、導入

業

後の経過年数に加え、

担

費用面も考慮して更新

当

台数を決定することで

課

、各年度の公用車更新

財

に係る費用の平準化を

務

図った。

引き続き、最

課

適な車両台数を把握し

款

、業務に支障がないよ

項

うに努める必要がある

目

。また、車種の選定に

担

ついても、業務に

最適

当

な車種を選択できるよ

係

う努める必要がある。

財

課題

指標名称（単位）

産

実績値 目標値

２８年度

管

２９年度 ３０年度 ３１

理

年度 ３年度

活動 低公害

係

車、低排出ガス・低燃

2

費車の購入（％） 10

1

0.0 100.0 10

9

0.0 100.0 100.0
指標

 
指標

市の



1

変動するため、在庫の

9

管理が難しい。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

指標

指標
用紙や封筒の使用状況等の違いにより、必要数や費用の比較が困難である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,922 4,050 合計 2,921,670 円
需用費 2,615,575 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 252,758 円
備品購入費 53,337 円

一般財源 0 0 2,922 4,050

職員人件費　② 0 0 1,080 1,084

総事業費（①＋②） 0 0 4,002 5,134

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 行政経営
施策

平

体系
施策の内容 効率的

成

な行政運営

目
　
　
　
的

３

　各課等で共通に使用

０

する物品等を一元管理

年

主
た
る
内
容

　集中管理

度

物品及び調達物品を適

評

切に管理し
することに

価

より、事務の効率化と

）

経費の削減 必要に応じ

刈

て修繕や在庫補充等を

谷

行う。
を図る。

位
置
づ

市

け

関連計画

根拠法令 刈

事

谷市財産管理規則

対象

務

者 市職員 事業期間 ～

実

事

施方法 ■直営　□委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

８年度実績 ２９年度実

計

績 ３０年度実績 ３１年

名

度計画

　 　 ・消耗品 ・

担

消耗品
　 　 　ポータブ

当

ルスピーカー購入 　Ｉ

部

Ｃレコーダー、
　 　 ・

企

備品 　ポータブル拡声

画

器購入予定
　 　 　デジ

財

タルカメラ購入 ・備品

政

　　　―――――――

部

　　　―――――――

一

・印刷製本費 　デジタ

般

ルカメラ、アンプ、
　

会

2,288千円 　自転

計

車購入予定
※平成30

集

年度より「調達物品 ・

中

印刷製本費
　管理事業

管

」等の予算を集約 　2

理

,396千円(予定額

物

) 
　して実施 　

調達

品

用消耗品や封筒を必要

等

数用意した。封筒に市

管

のマスコットキャラク

理

ターやキャッチフレー

事

ズを印刷し、刈谷の魅

業

力の

成果
ＰＲに貢献し

担

た。

「調達物品管理事

当

業」等の事業整理を行

課

い、平成30年度から

財

「集中管理物品等管理

務

事業」として調達物品

課

だけでなく集中

管理を

款

行う物品等全般を一括

項

して計上することとし

目

、一元管理の徹底を図

担

った。

適正な必要個数

当

の把握・指導に努めな

係

ければならない。

封筒

財

の印刷においては、ロ

産

ゴマークやキャッチフ

管

レーズの更新と連動す

理

る必要があり、各課等

係

の在庫状況や必要時期

2

に応
課題

じて払出数が



崩しは実施せず、基金残高を確保することができた。

法人市民税の国税化や法人税率の変更等の制度改正等、市税の動向に大きく影響を与える制度改正を見据え、歳出の減額

補正や繰越金等の財源を活かすことで、取崩額の縮減に努め、一定額の維持が必要と考える。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 基金取崩額（千円） 1,000,000 1,000,000 0 1,000,000 1,500,000
指標

 
指標

各市の平成29年度末現在
他市との ・岡崎市　12,229,460千円・碧南市　4,639,458千円・豊田市　32,500,000千円・安城市　  5,224,489千円
比較検証 ・西尾市　 6,556,779千円・知立市　1,469,570千円・高浜市　 1,658,610千円・みよし市　7,160,999千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 19,239 10,552 10,476 11,702 合計 10,475,588 円
積立金 10,475,588 円

財

Ｄ

　
源

特定財源 19,2

　

39 10,552 10

　

,476 11,702

　

一般財源 0 0 0 0

職員

Ｏ

人件費　② 391 38

　

8 386 387

総事業

　

費（①＋②） 19,6

∧

30 10,940 10

　

,862 12,089

　

建
設
事
業

全体事業費（

実

単位：千円） 0 ３０年

　

度特定財源名称

３０年

　

度までの累積事業費 0

施

財政調整基金積立金利

　

子

２年度以降の事業費

　

見込 0

∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 健全な財政運

成

営

目
　
　
　
的

　予期し

３

ない収入減少や支出増

０

加といった年

主
た
る
内

年

容

　財源不足等が生じ

度

る年度に取崩し活用す

評

る
度間の財源の不均衡

価

を調整し、財政上の不

）

測 ため、財政調整基金

刈

に運用収入等を積み立

谷

て
の事態に備える。 る

市

。

位
置
づ
け

関連計画  

事

根拠法令 地方財政法、

務

財政調整基金条例

対象

事

者 対象者を限定しない

業

事業期間 昭和４４年度

評

～

実施方法 ■直営　□

価

委託　□指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

２８年度実績 ２９年

担

度実績 ３０年度実績 ３

当

１年度計画

・積立額 ・

部

積立額 ・積立額 ・積立

企

予定額
　　　 　　　

画

19,239,051

財

円 　　　 　　　10

政

,551,589円 　

部

　　 　　　10,4

一

75,588円 　　　

般

 　　　11,702

会

,000円
・取崩額　

計

　　　　      

財

 　・取崩額 ・取崩額

政

・取崩予定額
　　  

調

    1,000,

整

000,000円 　　

基

　　　1,000,0

金

00,000円 　　　

積

　　        

立

    0円 　　　　

事

　1,000,000

業

,000円
・年度末現

担

在高 ・年度末現在高 ・

当

年度末現在高 ・年度末

課

現在高見込み
　　　　

財

　9,755,994

務

,623円 　　　　　

課

8,766,546,

款

212円 　　　　　8

項

,777,021,8

目

00円 　　　　　7,

担

788,723,80

当

0円　
 　　 　（当

係

初予算時点）

当初予算

財

においては、10億円

政

の取崩しを計上してい

係

たが、前年度の繰越金

2

や事業の見直しによる

1

減額補正等の実施によ

7

り

成果
財源を確保することができたため、取



るため草刈、普通財産の駐車場チェーン取付工事を行うとともに

成果
、短期の貸付を実施した。また、不用になった普通財産を1件入札により売却し、入札で売却できなかった普通財産の先

着順による市有地売却の告知をホームページ上で行った。

普通財産の処分方法や貸付等を検討し、財産収入の増加を図る必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 普通財産の処分（件） 0 0 1 1 1
指標

 
指標

普通財産の所有状況等の違いにより、委託件数や費用の比較が困難である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 927 1,896 1,083 3,474 合計 1,083,410 円
委託料 1,047,770 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 工事請負費 35,640 円

一般財源 927 1,896 1,083 3,474

職員人件費　② 7,034 6,979 6,944 6,966

総事業費（①＋②） 7,961 8,875 8,027 10,440

建
設
事
業

全

Ｄ

体事業費（単位：千円

　

） 0 ３０年度特定財源

　

名称

３０年度までの累

　

積事業費 0

２年度以降

Ｏ

の事業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

１

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 健全な財政運営

目

成

　
　
　
的

　公有財産を

３

適切に管理することに

０

より、財

主
た
る
内
容

　

年

市が所有する土地につ

度

いて、草刈業務等を
産

評

を有効活用し行財政の

価

効率化を図る。 行い適

）

切に管理するとともに

刈

、公有財産取得
・処分

谷

に必要な不動産鑑定等

市

を行う。

位
置
づ
け

関連

事

計画  

根拠法令 刈谷市

務

財産管理規則

対象者 対

事

象者を限定せず 事業期

業

間 ～

実施方法 ■直営　

評

■委託　□指定管理　

価

□補助・助成　□その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２８年度実績 ２９

名

年度実績 ３０年度実績

担

３１年度計画

・草刈等

当

委託 ・土地境界確定測

部

量委託 ・不動産鑑定委

企

託 ・不動産鑑定委託予

画

定額
　       

財

   3件　489,

政

142円 　　　　　　

部

2件  931,85

一

6円 　　　　　　1件

般

　222,480円 　

会

　　　　　　 1,0

計

00,000円
・市有

財

地柵補修工事　　 ・草

産

刈等委託 ・草刈等委託

管

額 ・草刈等委託予定額

理

　　　　　　1件　4

事

37,400円 　　　

業

　　　2件  443

担

,998円 　　　　　

当

　3件  503,9

課

80円 　　　　　　　

財

   499,000

務

円
・市有地樹木伐根工

課

事 ・土地境界確定測

款

量委託 ・測量委託予定

項

額
         

目

   1件  491

担

,400円 　　　　　

当

　1件　321,31

係

0円 　　　　　　　 

財

1,000,000円

産

・駐車場チェーン取付

管

工事 ・市有地柵補修

理

工事予定額 
    

係

        1件

2

   35,640円

1

          

9

       493,560円

普通財産を有効活用するための境界確定や、適正管理す



を適切に行い故障によるトラブルの防止に努めた。　

・各課等が行う車両の更新や新規事業に伴う車両増により全体の保有車両台数の維持が難しい。

・公用車の事故による修理費削減の対策を検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 保有車両台数（台） 187 189 189 188 188
指標
成果 共用車両利用率（昼間8:30～17:15）（％） 67.9 75.9 74.6 75.0 75.0
指標

1台あたりの職員数（人／台）
他市との 　刈谷市：5.28　碧南市：5.58　安城市：4.06　知立市：7.26　高浜市：5.52 (平成30年度末現在)
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,465 24,873 25,186 29,275 合計 25,185,930 円
需用費 8,660,953 円

財
　
源

特定財源 1,938 1,287 1,278 480 役務費 2,440,405 円
委託料 6,380,642 円

一般財源 23,527 23,586

Ｄ

23,908 28,7

　

95 使用料及び賃借料

　

7,130,930 

　

円

職員人件費　② 7,

Ｏ

815 7,754 7,

　

716 7,740 負担

　

金、補助及び
交付金 7

∧

6,300 円

総事業

　

費（①＋②） 33,2

　

80 32,627 32

実

,902 37,015

　

公課費 496,700

　

 円

建
設
事
業

全体事業

施

費（単位：千円） 0 ３

　

０年度特定財源名称

３

　

０年度までの累積事業

∨

費 0 自動車事故共済保険金収入

２年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

１

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 計画推進

基本施策

（

行政経営
施策体系

施策

平

の内容 健全な財政運営

成

目
　
　
　
的

　安全かつ

３

迅速、効率的に公務を

０

遂行するた

主
た
る
内
容

年

　公用車の運行管理や

度

市有バスの運転業務委

評

めに必要な公用車を保

価

有し、車両を適切に管

）

託を適切に行う。
理す

刈

ることにより有効に活

谷

用する。

位
置
づ
け

関連

市

計画  

根拠法令 刈谷市

事

自動車等運行管理規程

務

対象者 市職員 事業期間

事

～

実施方法 ■直営　■

業

委託　□指定管理　□

評

補助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２８年度実績 ２９年

計

度実績 ３０年度実績 ３

名

１年度計画

・購入車両

担

 15台 ・購入車両 

当

14台 ・購入車両 1

部

4台 ・購入予定車両　

企

10台
　うち新規車両

画

 1台 　うち新規車両

財

 10台 　うち新規車

政

両 2台 　うち更新車

部

両  10台
　うち更

一

新車両 14台 　うち

般

更新車両 4台 　うち

会

更新車両 12台 ・売

計

却予定車両　12台
・

自

売却車両 11台 ・売

動

却車両 6台 ・寄付新

車

規車両 1台
 ・企業

管

会計移行 6台 ・売却

理

車両 11台
・年度末

事

保有車両 187台  

業

・外部団体貸与 3台

担

　うち共用車両 52

当

台 ・年度末保有車両 

課

189台  
　うち各課

財

等所管車両 135台

務

　うち共用車両 50

課

台 ・年度末保有車両 

款

190台
　うち各課等

項

所管車両 139台 　

目

うち共用車両 50台

担

　うち各課等所管車両

当

 140台
・業務を効

係

率的に行うために適正

財

な公用車台数を確保す

産

るとともに、利用率等

管

を勘案して削減可能な

理

車両を売却した。

成果

係

・車両更新の際、環境

2

面や維持管理費の観点

1

から業務上支障がない

9

車両の軽自動車への切替えを行った。

・保有する車両は車検、点検



1

用地保有、買取りなし

1

他市との 知立市土地開発基金：条例金額6億8,200万円、H31.3.31現在高約5億円、H30道路用地ほか保有、買取りあり
比較検証 岡崎市土地開発基金：条例金額5億円、       H31.3.31現在高5億円、  H30用地保有なし、買取りなし

碧南市：Ｓ57年廃止　　　西尾市：Ｈ10年廃止

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,235 321 455 0 合計 454,920 円
積立金 454,920 円

財
　
源

特定財源 1,235 321 455 0

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 78 78 77 0

総事業費（①＋②） 1,313 399 532 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 計画推進

（

基本施策 行政経営
施策

平

体系
施策の内容 健全な

成

財政運営

目
　
　
　
的

　

３

公用若しくは公共用に

０

供する土地又は公共

主

年

た
る
内
容

　基金運用収

度

入の積み立てや、取得

評

が必要な
の利益のため

価

に取得する必要のある

）

土地につ 土地が生じた

刈

際の基金の取り崩しを

谷

行う。
いて、各種法令

市

等に基づく買取りの申

事

出等予
期しない土地の

務

取得機会に対して柔軟

事

に対応
できるように備

業

え、公共事業の円滑か

評

つ効率
的な執行に寄与

価

する。

位
置
づ
け

関連計

シ

画  

根拠法令 刈谷市土

ー

地開発基金条例

対象者

ト

対象者を限定せず 事業

（

期間 昭和４５年度 ～ 平

様

成３０年度

実施方法 ■

式

直営　□委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 企画

Ｂ
　
事
　

財

業
　
実
　
績

２８年度実

政

績 ２９年度実績 ３０年

部

度実績 ３１年度計画

・

一

年度末基金現在高 ・年

般

度末基金現在高 ・年度

会

末基金現在高 　
   

計

 　 447,829

土

,529円 　　　 4

地

48,150,649

開

円 　　　　　　　　0

発

円 　
・積立額 ・積立額

基

・積立額 　
　 　  

金

  1,234,57

積

6円 　　　　 　32

立

1,120円 　　　　

事

  454,920円

業

　
・土地保有 ・土地保

担

有 ・土地開発基金の廃

当

止 　　　――――――

課

―
　　なし 　　なし
・

財

土地買取り ・土地買取

務

り
　　なし 　　なし

土

課

地開発基金の今後の必

款

要性を検討した結果、

項

基金を廃止した。

成果

目

特になし。

課題

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

２８年度 ２９年度 ３

係

０年度 ３１年度 ３年度

財

活動 効果的な基金の活

産

用件数（件） 0 0 廃止

管

指標
 

指標
安城市土地

理

開発基金：条例金額3

係

億2,500万円、H

1

31.3.31現在高

3

約6億円、H30道路


